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ウェブサイトの効果は「宣伝・広報効果、ブランド認知」
資料7-1-53　ウェブサイトの効果（複数回答）［2007年 -2008年］

現状感じているウェブサイトの効果に今後も期待
資料7-1-54　ウェブサイトに今後期待する効果（複数回答）［2007年 -2008年］

期待効果と課題

2008年　 
N=1,000 
2007年　 
N=1,000 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50％

特にない/わからない 

その他 

取引先（販売店、ディーラー、流通） 
との流通効率の向上   

カスタマーリレーションシップの向上 

仕入れ・調達、発注に関するコスト、 
マンパワーに関する効果 

販売、受注に関するコスト、 
マンパワーに関する効果 

売り上げに対する直接効果 

宣伝・広報効果、ブランド認知 

25.1％

28.1％

7.3％

7.0％

12.6％

12.1％

13.9％

13.4％

14.4％

14.3％

17.0％

19.4％

33.9％

33.6％

42.2％

47.3％

©impress R&D, 2008ウェブサイトに今後期待する効果では、ウェブサイトで感じている効果とほぼ同様の傾向にあり、昨年と比較し
ても大きな違いはみられないが、「売り上げに対する直接効果」への期待は現在感じている効果よりも高い比
率である。

©impress R&D, 2008ウェブサイトで感じている効果では、「宣伝・広報効果、ブランド認知」が 42.2％で最も高く、次いで「売り上
げに対する直接効果」が33.6％である。昨年と比較すると「宣伝・広報効果、ブランド認知」の比率がやや減
少しているものの順位に変動はなく、大きな違いはみられない。

2008年　 
N=1,000 
2007年　 
N=1,000 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45％

特にない/わからない 

その他 

取引先（販売店、ディーラー、流通）との流通効率の向上 

カスタマーリレーションシップの向上 

仕入れ・調達、発注に関するコスト、マンパワーに関する効果 

販売、受注に関するコスト、マンパワーに関する効果 

売り上げに対する直接効果 

宣伝・広報効果、ブランド認知 

22.9％

25.1％

8.1％
8.3％

12.3％

15.1％

18.9％

18.7％

15.0％

14.3％

21.3％

19.6％

38.3％

35.9％

38.1％

40.3％
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今後取り組みたい技術はアクセス数や集客の向上がトップ
資料7-1-55　費用対効果を期待して今後取り組みたいウェブサイトのための技術やサービス（複数回答）［2007年 -2008年］

人材に関する課題がウェブサイト活用の障害
資料7-1-56　ウェブサイト活用の際の障害（複数回答）［2007年 -2008年］

期待効果と課題

©impress R&D, 2008

2008年　 
N=1,000 
2007年　 
N=1,000 

0 5 10 15 20 25 30 35 40％

わからない 

特に取り組みたい対策はない 

その他 

Ajaxなどのリッチインターフェースの取り入れ 

モバイルウェブサイトの開設 

情報更新頻度を上げるためのblog利用とCMS 
（コンテンツマネージメントシステム）の導入 

帯域・サーバースペック・セキュリティなどインフラ面でのシステム投資 

アクセス解析ツールの導入 

メール配信などカスタマーリレーションシップ向上のための仕組み作り 

ユーザビリティ（操作性）やアクセシビリティ、ウェブデザインの向上 

商品情報などコンテンツ増強のためのデータベース構築 

アクセス数向上・集客のための広告対策、ネット上の露出アップ 

10.2％
10.5％

16.4％

1.8％
3.0％

5.3％
4.7％

10.0％
9.8％

13.6％
11.4％

16.6％
12.4％

13.8％
14.6％

16.7％
17.2％

29.1％
28.0％

26.7％
30.8％

30.4％
35.1％

20.3％

費用対効果を期待して今後取り組みたいウェブサイトのための技術やサービスは、「アクセス数向上・集客のた
めの広告対策、ネット上の露出アップ」が35.1％で最も高く、「商品情報などコンテンツ増強のためのデータ
ベース構築」が30.8％で続いている。昨年と比較しても、上位3項目は同じである。

©impress R&D, 2008ウェブサイト活用の際に障害となっていることでは、「専任の人材を置く余裕がない」が 43.1％で最も高く、
次いで「担当者が不足している」の42.7％が続いている。昨年と比較して傾向に大きな違いはなく、ともに担
当となる人材に関する障害が上位である。

2008年　 
N=1,000 
2007年　 
N=1,000 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50％

特にない/わからない 

その他 

古いシステムがあり、変更できない 

アウトソーシング先の良し悪し、選択基準がわからない 

経営者や決済者がテクノロジーに対する理解がない 

社員の活用意欲やスキルリテラシーが足りない 

ウェブサイトの効果がわかりにくい 

サーバーを運用できるノウハウを持つ人材が社内にいない 

予算が増えない、あるいはコスト削減が厳しい状況である 

担当者が不足している 

専任の人材を置く余裕がない 43.1％
45.2％

42.7％
43.9％

29.3％
25.2％

25.9％
22.8％

23.1％
22.4％

19.7％
20.2％

17.3％
15.2％

13.1％
9.6％

9.8％
7.6％

3.8％
4.0％

12.2％
6.6％
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